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連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　………………　３社

連結子会社の名称　……………　有限会社エル・ディー・プランニングA

合同会社エースリー

株式会社TTSエナジー

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

満期保有目的の債券　………　償却原価法（定額法）

その他有価証券

・時価のあるもの　…………　連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

・時価のないもの　…………　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商

品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な 近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ. たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

・販売用不動産、仕掛販売用不動産、

共同事業出資金及び未成業務支出金　……………

・貯蔵品　………………………………………………

個別法

終仕入原価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産　……… 建物及び構築物(建物付属設備を含む。)については定額法、その他について

は定率法によっております。

ロ. 無形固定資産　……… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金　………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績

率による貸倒見積高を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金　………… 従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担額を計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ. 繰延資産の処理方法

株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。

ロ. 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、発生年

度の期間費用としております。

ハ. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する事項

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」及び流動負債

の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」については、金額的重要性が増加したため、当連結会

計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「短期貸付金」の金額は50,803千円、「前受金」の金額は3,700千円であり

ます。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 減価償却累計額

有形固定資産……………………………… 24,743千円

(2) 担保に供している資産

販売用不動産……………………………… 255,784千円

上記に対応する債務

短期借入金…………………………………

長期借入金…………………………………

160,100千円

21,000千円

また、宅地建物取引業法に基づく手付金等保全措置のため、投資有価証券5,000千円に質権が設定され

ております。

(3) 債務保証

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

 (1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

普通株式 1,440,974,000 － － 1,440,974,000

自己株式

普通株式 247,997 － － 247,997

(2) 配当に関する事項

該当事項はありません。
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(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の

種類及び数

区分 新株予約権の内訳
目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

当社 第10回新株予約権 普通株式 30,000,000 － － 30,000,000 360

連結

子会社
－ － － － － － 1,350

合計 － 30,000,000 － － 30,000,000 1,710

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、流動性を重視し、短期的な預金等に限定しており、資金調達に

ついては、個別事業の状況に応じて金融機関等からの借入による方針であります。なお、現在、デリバテ

ィブ取引はありませんが、利用する際は、借入金の金利変動リスクを回避することを目的とし、投機的な

取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式等であり市場価格の変

動リスク等に晒されております。当該リスク等に関しては、定期的に有価証券の時価や発行体の財務状況

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、その保有方針を見直すこととしております。

また、短期貸付金及び長期貸付金は、主に取引先に対する貸付であり、当該取引先の信用リスクに晒さ

れております。

借入金は、主に事業用不動産等の取得資金に係る資金調達であり、開発・販売計画の遅延等による流動

性リスクを伴っておりますが、資金繰管理を概ね日次で行い、当該リスクを管理しております。なお、資

金調達を行う際は、金利動向を十分に把握して、金利変動リスクを管理する方針であります。

その他、営業上の取引に係る未払金につきましては、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（千円） （千円） （千円）

① 現金及び預金 754,359 754,359 －

② 短期貸付金 685,905 685,905 －

③ 長期貸付金 152,746

貸倒引当金 △151,373

1,373 1,373 －

資産計 1,441,638 1,441,638 －

① 短期借入金 160,100 160,100 －

② 1年内返済予定の長期借入金 274,551 274,551 －

③ 未払費用 264,646 264,646 －

④ 未払法人税等 183,405 183,405 －

⑤ 長期借入金 21,000 20,998 △1

負債計 903,703 903,702 △1

(注)１．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項

（資産）

① 現金及び預金、②短期貸付金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

③ 長期貸付金

長期貸付金は、回収状況に問題のある貸付先に対しては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸

倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。また、その他一般の

貸付先については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割引いた現

在価値により算定しておりますが、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。
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（負債）

① 短期借入金、② 1年内返済予定の長期借入金、③ 未払費用、④ 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

⑤ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率

で割引いて算出する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 5,000

投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資
8,448

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 754,359 － － －

短期貸付金 685,905 － － －

長期貸付金(注） － － － －

合計 1,440,264 － － －

（注）長期貸付金のうち、個別に貸倒引当金が計上されている債権については、記載を省略しております。

６．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額……………………………………… 5円13銭

(2) １株当たり当期純利益…………………………………… 0円92銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益………………… 0円65銭

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益…………………… 1,319,132千円

普通株主に帰属しない金額…………………………… － 千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 ………… 1,319,132千円

期中平均株式数………………………………………… 1,440,726,003株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する純利益調整額…………………

（うち子会社の発行する潜在株式に係る影響額）…

普通株式増加数…………………………………………

（うち新株予約権）

△370,686千円

（△370,686千円）

19,887,640株

（19,887,640株）

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子会社株式 ……………… 移動平均法による原価法

ロ. 満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）

ハ. その他有価証券

・時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取

引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて入手可能な 近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

・販売用不動産、仕掛販売用不動産、

共同事業出資金及び未成業務支出金　…………… 個別法

・貯蔵品　………………………………………………　 終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ……………… 建物(建物付属設備を含む。)については定額法、その他については定率法

によっております。

② 無形固定資産 ……………… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績

率による貸倒見積高を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 ……………… 従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の

負担額を計上しております。

③ 債務保証損失引当金 …… 関係会社の財政状態を勘案し、関係会社の損失に伴う負担に備えるため必要

と認められる額を計上しております。
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（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。

② 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、発生事業

年度の期間費用としております。

２．表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」については、金額

的重要性が増加したため、当事業年度より、区分掲記しております。

なお、前事業年度における「短期貸付金」の金額は50,803千円であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権…………… 594,965千円

関係会社に対する長期金銭債権…………… 311,320千円
(注)　区分掲記したものを除く。

(2) 減価償却累計額

有形固定資産………………………………… 24,743千円

(3) 担保に供している資産

販売用不動産………………………………… 255,784千円

上記に対応する債務

短期借入金……………………………………

長期借入金……………………………………

160,100千円

21,000千円

また、上記の他宅地建物取引業法に基づく手付金等保全措置のため、投資有価証券5,000千円につい

て、質権が設定されております。

(4) 債務保証

株式会社ネクサスケアの施設賃料（1施設、月額4,905千円）について、債務保証を行っております。

４．損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

営業取引以外の取引高…………………… 3,142,342千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 247,997株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金及び貸倒引当金繰入超過額等であり、評価性引当額を全額計上し

ております。

また、繰延税金負債については、該当がありません。

７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
有限会社
エル・ディー・
プランニングＡ

所有
直接100％

役員の兼任

資金の貸付
(注１)

－
関係会社
長期貸付金

1,648,167

連結納税に伴う
子会社負担金等

－ 長期未収入金 311,320

子会社
合同会社
エースリー

所有
直接100％

役員の兼任
債務免除益の
計上

3,073,094 － －

子会社
株式会社ＴＴＳ
エナジー

所有
直接100％

役員の兼任

資金の貸付
(注１)

3,900,000 関係会社
短期貸付金 3,755,002

資金の回収
(注１)

2,124,475

受取利息計上額
(注１)

69,247 未収収益 19,680

連結納税に伴う
子会社負担金

－ 未収入金 446,135

プロジェクト
経費等の立替

60,000 子会社立替金 129,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 子会社に対する資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して、合理的に利率を決定しております。

なお、担保の受入は行っておりません。

(注２) 有限会社エル・ディー・プランニングＡに対して、貸倒引当金1,959,562千円及び債務保証損失引当金81,943千円を計上してお

ります。
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８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額……………………………………… 4円35銭

(2) １株当たり当期純利益……………………………………

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益…………………

2円68銭

2円64銭

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

す。

１株当たり当期純利益

当期純利益……………………………………………… 3,856,883千円

普通株主に帰属しない金額…………………………… － 千円

普通株式に係る当期純利益…………………………… 3,856,883千円

期中平均株式数………………………………………… 1,440,726,003株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数…………………………………………

（うち新株予約権）

19,887,640株

（19,887,640株）

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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